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【概要】 

〇令和 3年 6月 29日に申請した「再処理施設 廃止措置計画変更認可申請書」

において示した高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設

（TVF）ガラス固化技術開発棟の内部火災対策の基本方針に基づき、内部火

災により重要な安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）が損なわれ

ないよう、火災の発生防止、火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減を

考慮して、ソフト及びハードの両面から火災防護に係る対策に係る検討を

進めている。火災防護対策の検討状況を示す。 

〇ソフト対策として、火災防護計画については、今年度内を目途に火災防護

に係る代替策の訓練を実施し有効性評価を行った上で、その内容を含めて

保安規定の下部規定として定める予定である。 

【資料 2-2 】 

< 34 >



高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の 

火災防護対策の検討状況について 

1. はじめに

廃止措置計画変更認可申請（令和 3年 6月 29日申請）において、高放射性廃液貯蔵場（HAW）

及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の内部火災対策の基本方針を示した。 

【基本方針（概要）】 

火災の発生防止，感知及び消火については，火災防護審査基準に基づき新たに講じる対策に

より，重要な安全機能が損なわれることがないよう，火災の発生を防止するともに，早期の火

災感知及び消火が行えるようにする。 

一方，火災の影響軽減における系統分離対策については，火災防護対象設備の設置状況を鑑

みると審査基準に適合した系統分離が困難な箇所があるため，各現場の状況に応じて，物理的

に設置することができ，かつ機器の保守管理への影響がない範囲で可能な対策を実施する。 

その上で，火災防護審査基準に沿った対応が不十分な箇所については，以下の対応により，

火災の影響により重要な安全機能を担う機器が損傷した場合であっても，廃止措置の上で想定

される事故である蒸発乾固の発生に至ることのないようにすることで，再処理技術基準規則に

照らして十分な保安水準を確保する。 

 重要な安全機能を有する設備及び系統が設置されている火災区画には，火災感知器の追

加設置を行うことにより，火災が生じた場合に確実に感知できるようにする。

 消火用資機材（消火器，防火服等）の充実や訓練の拡充を行うことにより，初期消火の

確実性を高める。 

 再処理施設の廃止措置の上で想定される事故である蒸発乾固の発生に至るまでに時間裕

度（高放射性廃液貯蔵場(HAW)において約 77時間，ガラス固化技術開発(TVF)ガラス固化

技術開発棟において約 56時間（濃縮器の遅延対策に係る時間裕度として 26時間））があ

り，重要な安全機能を担う機器が損傷した場合であっても，時間裕度の中で可搬型設備，

予備電源ケーブル等を使用した代替策により必要な機能を復旧することができるよう，

必要な手順及び資機材の整備を行っていくとともに，具体的な内容について火災防護計

画に示す。 

上記の基本方針に基づき、火災により重要な安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）が

損なわれないよう、火災の発生防止、火災の感知及び消火並びに火災の影響軽減を考慮して、ソ

フト及びハードの両面から火災防護に係る検討を進めている。
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2. ソフト対策の検討状況

①代替策

代替策については、今後より具体的な内容について火災防護計画に定めていくこととしており、

手順を具体化した上で火災発生から代替策の実施に至るまでの対応について訓練（要素訓練、総

合訓練）を実施し、抽出された課題等を手順書に反映し、有効性を確認した代替策について火災

防護計画及び下部要領等に定める計画である。

要素訓練では、火災発生から代替策に至るまでの対応を要素（①火災の発生場所の特定、②初

期消火活動、③予備ケーブル敷設用資機材の準備、④予備ケーブルの敷設）に区切って、各要素

での対応手順、資機材の使用方法、対応時間について確認する。要素訓練の結果を踏まえて、手

順書等の改善を行い、火災発生からの一連の動作を確認することを目的に総合訓練を行う。 

これまでに、HAW と TVF を含めて全体的な代替策に係る検討の進め方について報告している。

これに従い検討を進めているところであり、今回は、代替策の手順の具体化に係る検討状況及び

要素訓練に係る検討状況（HAWの要素訓練計画）について報告する。 

火災防護に係る代替策の検討状況を別添-1に示す。 

②火災防護計画

火災防護計画の策定については、先行施設の事例を参考にしながら検討を進めているところで

ある。現在検討中の東海再処理施設における火災防護計画の目次案を別添-2 に示す。

東海再処理施設においては、代替策が重要な位置づけであることから、令和 3年度内を目途に

上記で示した代替策の訓練を実施し有効性評価を行った上で、その内容について、他のソフト対

策（可燃物管理等）と合わせて、火災防護計画を保安規定の下部規定として定める予定である。 

以上 
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火災防護に係る代替策の検討状況について 

1. 概要

廃止措置計画変更認可申請（令和3年6月29日申請）において、高放射性廃液貯蔵場（HAW）

及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の内部火災対策の基本方針を示した。 

この中で、火災の影響軽減における系統分離対策について、火災防護審査基準に沿った対応が

不十分な箇所については、火災感知器の追加設置を行うとともに、消火用資材の充実や訓練の拡

充を行うことにより、初期消火の確実性を高めることとしている。また、火災防護審査基準の要求事

項を満足する対策を講じることが困難な箇所について、重要な安全機能を担う機器が火災によっ

て損傷した場合には、再処理施設の廃止措置の上で想定される事故である蒸発乾固の発生に至

るまでに時間裕度の中で、予備ケーブルや可搬型設備等を用いた代替策によって必要な機能を

復旧することで十分な保安水準を確保することとした。 

代替策については、今後より具体的な内容について火災防護計画に定めていくこととしており、

手順を具体化した上で火災発生から代替策の実施に至るまでの対応について訓練（要素訓練、

総合訓練）を実施し、抽出された課題等を手順書に反映し、有効性を確認した代替策について火

災防護計画及び下部要領等に定める計画である。 

要素訓練では、火災発生から代替策に至るまでの対応を要素（①火災の発生場所の特定、②

初期消火活動、③予備ケーブル敷設用資機材の準備、④予備ケーブルの敷設）に区切って、各

要素での対応手順、資機材の使用方法、対応時間について確認する。要素訓練の結果を踏まえ

て、手順書等の改善を行い、火災発生からの一連の動作を確認することを目的に総合訓練を行う。 

これまでに、HAW と TVF を含めて全体的な代替策に係る検討の進め方について報告した。こ

れに従い検討を進めているところであり、今回は、代替策の手順の具体化に係る検討状況及び要

素訓練に係る検討状況（HAWの要素訓練計画）について報告する。 

2. 代替策に係る検討の進め方

まず、火災感知器の発報時の対応や予備ケーブルの敷設に係る既存の要領書等を基に、代替

策の手順の具体化を行う。その後、添付資料 6-1-1-6-3「火災防護における代替策の有効性につ

いて」にて選定した、駆けつけ消火や予備ケーブルの敷設に最も時間を要する火災区画について、

実際に現場において配備している予備ケーブル等を用いて手順通りに操作する等の訓練（実動

訓練）を実施する。また、その他の火災区画についても上記の実動訓練の結果を踏まえつつ、机

上又は現場において手順書の確認を行い、同様の操作が実施できることを確認する。 

実動訓練及び手順書の確認により課題等を抽出し、手順書への反映や資機材の見直しを行う

ことで、確実に代替策を実施可能な手順、体制としたうえで、最終的な確認として、火災発生時の

シナリオに沿って、火災感知器の発報から、代替策に至るまでの一連の作業を通して実施する総

合訓練を実施する。 

別添－1 
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（１）代替策の手順の具体化 

現在運用されている火災感知器の発報時の対応や予備ケーブルの敷設に係る要領書等を

基に、代替策の手順の具体化を実施し、必要に応じて要領書等の改訂及び新規制定を行う。 

 

（２）要素訓練 

火災感知器が発報した場合に高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設

（TVF）ガラス固化技術開発棟で実施する対応のうち、実動訓練を以下の項目について行う。 

 

①火災の発生場所の特定 

火災感知器の発報を受け、運転員が常駐している受信器盤の表示から発報した警戒

区域を確認し、運転員が実際に現場を赴き火災の発生個所を特定する。訓練の際は、

受信器盤の表示等により警戒区域を特定する手順を確認するとともに、運転員が現場へ

の移動に要する時間を測定する。 

 

②初期消火活動の実施 

初期消火活動を実施するため、各所に設置された消火用資材（消火器、防火服等）を

準備する。また、火災による煙の影響が懸念される場合を想定し、可搬式排煙機及びサ

ーモグラフィを携行し消火活動が可能な体制を整える。その後、消火器及び屋内消火栓

による模擬消火操作を実施する。訓練の際は、資機材の保管場所及び使用方法を確認

するとともに、資機材の準備から初期消火の開始までに要する時間を測定する。 

 

③予備ケーブル敷設用資機材の準備 

予備ケーブルの敷設作業を実施するため、作業エリアの照明が不十分な場合は、配

備しているライト等の資機材により十分な照度を確保する。その後、使用する予備ケーブ

ル、ドラムローラー、ケーブルコロ等の資機材を保管場所から予備ケーブル敷設予定の

区画へ運搬する。訓練の際は、資機材の保管場所及び運搬に関する注意点を確認する

とともに、資機材の運搬に要する時間を測定する。 

 

④予備ケーブルの敷設 

予備ケーブルを敷設し、動力分電盤及び各負荷に接続する。変電所からの給電準備

及び負荷までの電源系統の構築が完了後、給電再開の実施を判断し、給電を開始する。

訓練の際は、予備ケーブルの敷設手順及び関係各課との役割分担を確認するとともに、

予備ケーブルの敷設作業開始から給電開始までに要する時間を測定する。 
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（３）手順書の確認 

（２）での要素訓練により抽出された手順や資機材の配備場所等の課題について、対応を検

討し、検討結果を適宜手順書に反映する。 

 

（４）総合訓練 

要素訓練及び手順書確認の結果を踏まえ、総合訓練を実施する。総合訓練では、火災発生

時のシナリオに沿って、火災感知器の発報から、代替策の実施に至るまでの一連の手順を通し

て実施するとともに、関係箇所や自衛消防との連携についても確認し、有効性を評価する。 

また、訓練終了後には、訓練参加者、訓練モニタによる反省会を実施し、課題等を再度抽出

し、手順書への反映や資機材の見直しを行う。 
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3. 検討状況 

代替策の手順の具体化に係る検討状況及び要素訓練に係る検討状況（HAW の要素訓練計画）

を以下に示す。 

 

3.1 代替策の手順の具体化に係る検討状況 

代替策（予備ケーブル敷設作業）の手順については、現状、高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び

ガラス固化技術開発施設（TVF）ともに要領書に定められていることから、これを基に、作業の確実

性や安全性等の観点も踏まえて、手順の具体化を行った。 

 作業の確実性の観点から、手順書に写真や図等を用いて操作対象や接続箇所等が分か

るようにした。 

 作業の安全性の観点から、ホールドポイントの設定、作業の注意事項を記載した。 

 関係個所（特に電気設備所掌部署）との連携として、連絡のタイミングが分かるようにした。 

 廃止措置計画変更認可申請（令和 3年 6月 29日申請）において、代替策によって対応す

るとした機器についての手順を作成した。 

 

上記の観点から、代替策に係る手順の具体化について検討を行い、一通りの手順書案につい

て作成したところである。代替策の手順書の例として、HAW の予備ケーブル敷設に係る手順書を

参考②に示す。 

上記で具体化した手順案を用いて要素訓練を行う。要素訓練の結果を踏まえて、課題を抽出し、

手順書への反映や資機材の見直しを行うことで、確実に代替策を実施可能となるよう改善を行う。 

 

 

3.2 要素訓練に係る検討状況 

要素訓練については、ガラス固化技術開発施設の運転時期を考慮し、高放射性廃液貯蔵場

（HAW）での訓練を先行して実施する。 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の要素訓練について、具体的な実施内容及び確認ポイントを明

確にして、訓練計画を作成した。高放射性廃液貯蔵場（HAW）の要素訓練の訓練計画を次項に示

す。 

なお、ガラス固化技術開発施設（TVF）については、訓練計画を作成しているところであり、HAW

の要素訓練で抽出された課題等を適宜共有しながら手順の改善等の検討を進めるとともに訓練に

ついては、運転時期を考慮し日程調整した上で今年度内を目途に実施する予定である。 
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4. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の要素訓練の訓練計画 

 

4.1 想定 

運転員が常駐している分離精製工場（MP）中央制御室から、当該区画への移動に最も時間を

要する区画として、管理区域内（アンバー区域）の操作室（A421）及びホワイト区域の屋上を火災が

発生する区画として想定する。発災時刻は、火災発生初期段階での対処にあたることができる要

員が少ない夜間を想定する。火災による被害として、設置されている機器からの油漏えい火災が

発生し、重要な安全機能を担う機器への給電ケーブルが焼損した場合を想定する。また、火災に

伴い発生する煙による影響や区画内の照明の喪失等の状況を想定する。 

なお、代替策の作業は当該施設における火災の鎮火確認後に行うものとし、その時の現場の状

況（照明の有無、消火水による影響等）を可能な限り想定する。 

 

 

 
火災を想定する

区画 
発災 
時刻 

想定する状況 

ケース 1 
操作室 A421 

（アンバー区域） 
夜間 

・潤滑油を内包する排風機の漏えい油火災 

・槽類換気系排風機（K464）の給電ケーブルの焼損 

・火災による煙の充満 

・火災発生区画内の照明の喪失 

・放射性物質による汚染の可能性 

ケース 2 
屋上 

（ホワイト区域） 
夜間 

・潤滑油を内包するポンプの漏えい油火災 

・二次系の送水ポンプ（P8163）の給電ケーブルの焼損 
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4.2 訓練内容及び確認事項 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の要素訓練での訓練項目及び確認事項を表 1に示す。 

なお、現段階においては、現在保有する資機材を使用した実動訓練を実施することとし、今後

導入していくことを計画している資機材を使用する訓練項目については、必要に応じて資機材の

配備後に改めて要素訓練を実施する。初期消火及び予備ケーブルを用いた代替策に使用する資

機材を表 2に示す。 

ケース 1（A421での火災）及びケース 2（屋上での火災）の訓練内容、確認項目を以下に示す。

（1）ケース 1（操作室 A421での火災）

①火災の発生場所の特定

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に係る運転員は分離精製工場（MP）中央制御室（G549）に常駐し

ている。現状、高放射性廃液貯蔵場（HAW）に設置されている火災感知器が発報した場合は、分

離精製工場（MP）中央制御室（G549）において代表警報が吹鳴する。代表警報の吹鳴を受け、運

転員は高放射性廃液貯蔵場（HAW）制御室（G441）へ移動し、制御室に設置されている火災受信

機の表示により、火災感知器が発報した警戒区域を特定する。その後、火災感知器が発報した警

戒区域へ移動し、目視確認により火災の発生場所を特定する。なお、移動する際は、放射性物質

による汚染の可能性を考慮し、半面マスクを着用する。 

また、分離精製工場（MP）中央制御室においてカメラ映像により、他の建家の受信機の表示を

確認できることから、カメラ映像を用いた警戒区域の特定方法についても確認する。 

今後、個別の信号を有する火災感知器を追加設置する計画であり、高放射性廃液貯蔵場

（HAW）制御室及び分離精製工場（MP）中央制御室に設置する火災受信機により、警戒区域単位

ではなく発報した火災区画、火災感知器を個別に特定できるようになる予定である。 

火災発生時の MP中央制御室（G549）から操作室（A421）へのアクセスルートを図 1に示す。 

【確認事項】 

 火災受信機の設置場所等を確認する。

 火災受信機の表示の見方を確認する。

 火災感知器が発報した際の通報連絡体制を確認する。

 MP中央制御室から火災発生現場へのアクセスルート及び所要時間を確認する。

②初期消火活動

火元を確認後、初期消火を実施するため、応援の要請及び資機材（防火服、消火器、可搬型排

煙機等）の準備を実施する。防火服は高放射性廃液貯蔵場（HAW）の階段室（G450）、消火器は

各フロアに設置しており、必要量を運搬する。また、応援の要請を受け駆け付けた運転員は、屋内

消火栓の準備を行う。 

その後、保護具（防火服、半面マスク等）を着用して、模擬操作により消火器及び屋内消火栓を

用いた初期消火活動並びに周辺設備の被害状況の確認を行う。なお、火災発生区画（A421）が
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煙で充満して視界が悪い場合を想定し、可搬型排煙機による火災発生区画からの排煙や、サー

モグラフィを用いた火元の確認についても併せて訓練を実施する。 

【確認事項】 

 初期消火用資機材（防火服、消火器、可搬型排煙機等）の保管場所及び使用方法を確

認する。 

 現場先任者、担当課室長、区域管理者等との連絡体制を確認する。 

 初期消火に係る一連の動作の所要時間を確認する。 

 

③予備ケーブル敷設用資機材の準備 

関係箇所（電気設備所掌課）へ連絡し、第 6 変電所での対応及び予備ケーブル敷設に係る助

勢を依頼する。予備ケーブル敷設用資機材（予備ケーブル、ドラムローラー、ケーブルコロ等）を保

管場所から作業場所へ運搬する。また、作業エリアの照明の喪失を想定し、可搬型照明機器の取

扱いについても併せて訓練を実施する。 

【確認事項】 

 電気設備所掌課との連絡体制について確認する。 

（変電所からの HAW施設への給電状況確認のため） 

 ケーブル敷設に使用する資機材（予備ケーブル、ドラムローラ、コロ等）の保管場所を確認

する。 

 資機材の運搬における注意点（段差、狭所等）や所要時間を確認する。 

 

④予備ケーブルの敷設 

関係箇所（電気設備所掌課）へ連絡し、結線・解線作業に係る助勢を依頼する。予備ケーブル

を敷設し、電気室（G355）の動力分電盤及び操作室（A421）の排風機を接続する。なお、予備ケー

ブルの分電盤及び機器への接続は模擬操作により行う。 

電気室（G355）の動力分電盤から操作室（A421）へのケーブル敷設ルートを図 2に示す。 

 

火災を想定する区画 ケーブル敷設ルート ケーブル仕様 

操作室 A421 

（アンバー区域） 

G355（HM-1） 

～A421（槽類換気系排風機(K464)） 
・5.5Sq-4C 90m 

 

【確認事項】 

 電気設備所掌課との連絡体制について確認する。 

（予備ケーブルの結線・解線作業、各負荷への給電停止・開始操作のため） 

 ケーブルの敷設における注意点（段差、狭所等）や所要時間を確認する。 

 予備ケーブルと負荷の接続手順、資機材（ドラムローラ、コロ等）の使用方法を確認する。 
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表 1 要素訓練での確認事項（HAW ケース 1） 

No. 訓 練 項 目 場所 主な使用資機材 確 認 事 項 

① 火災の発生場所の特定 

・火災警報発報の確認 

・通報連絡、設備の運転状況確認 

・HAWへの移動 

 

・火災受信機の確認 

・火災発生区画への移動、状況確認 

MP(G549) 

MP(G549) 

MP(G549) 

→G441 

G441 

G441→A421 

・火災受信機 

➢火災受信機の設置場所等 

➢受信機の表示の見方 

➢アクセスルート及び移動に要する時間 

② 初期消火活動 

・初期消火用資機材の確認 

・資機材の運搬、準備 

・初期消火 

A423（予定） 

A423→A421 

A421 

・保護具（防火服等） 

・消火器、屋内消火栓 

・可搬式排煙機 

・サーモグラフィ 

・空気呼吸器 

➢初期消火用資機材の保管場所 

（使用方法等の確認を含む） 

➢関係者間の連絡体制 

➢初期消火に係る一連の動作の所要時間 

③ 
予備ケーブル敷設用資機材

の準備 

・作業員の招集（5名以上） 

・電気設備所掌課との通信連絡 

・予備ケーブル敷設用資機材の確認 

・資機材の運搬、準備 

G441 

G441 

G449（予定） 

G449→A421 

・予備ケーブル 

・ドラムローラー 

・ケーブルコロ 

➢電気設備所掌課との連携 

（HAW施設への給電状況確認） 

➢ケーブル敷設に使用する資機材の保管場所 

（使用方法等の確認を含む） 

➢資機材の運搬における注意点や所要時間 

④ 予備ケーブルの敷設 

・電気設備所掌課との通信連絡 

・設備の運転状況確認、給電対象選定 

・予備ケーブルの敷設 

・ケーブルの結線・解線作業 

・負荷への給電操作 

G421 

G421 

G355→A421 

G421、G355 

G421、G355 

・予備ケーブル 

・ドラムローラー 

・ケーブルコロ 

➢電気設備所掌課との連携 

（ケーブルの結線・解線、給電操作） 

➢給電対象とする負荷の状況確認 

➢ケーブル敷設における注意点や所要時間 

➢ケーブルと各負荷の接続方法 
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表 2 初期消火及びケーブル敷設に使用する主要な資機材（1/4） 

主な使用資機材 概 要 外 観 

火災受信機 

・MP 中央制御室では HAW の代表警報

を、HAW 制御室では火災感知器が発報

した警戒区域を確認できる。 

・今後、個別の信号を有する火災感知器

（発報した火災感知器を個別に特定でき

る）を追加設置する予定（設計中）。    

   HAW制御室   MP中央制御室 

保護具 

（防火服、手袋、ヘルメ

ット、半面マスク） 

初期消火要員用に必要数配備（購入手

続き中）。 

・防火服、手袋、ヘルメット、半面マスク 

 

放射線測定機器 
・αシンチレーションサーベイメータ 

・GM管式サーベイメータ   等 
― 

消火器 

既設の消火器に加え、盤や高所での火

災を想定し以下の消火器を追加配備予

定（購入手続き中）。 

・ABC粉末消火器 

放射距離約 5～9 m 

・高所用消火器（ハイアーム） 

放射距離約 15～18 m（45度） 

放射高さ約 7 m 

・二酸化炭素消火器 

（設置可否を公設消防に確認予定） 

  

 ABC    高所用   二酸化炭素 

屋内消火栓 消防法に基づき設置済 ― 

可搬型排煙機 

火災発生区画に煙が充満していた場合

の排煙を想定し配備予定（購入手続き

中）。 

・排送風機 BB-C 

風量 16 m3/min 

・フレキシブルダクト（φ200×5 m）  
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表 2 初期消火及びケーブル敷設に使用する主要な資機材（2/4） 

主な使用資機材 概 要 外 観 

サーモグラフィ 

火災発生区画に煙が充満していた場合

の火元確認に使用することを想定し配備

予定（購入手続き中）。 

・FLIR製 CPA-E4A 

温度分解能 0.15℃ 

測定距離 0.5 m～ 

測定温度範囲-20～250℃ 

 

空気呼吸器 

火災発生区画に煙が充満していた場合

やガス消火器を使用する場合の作業員

の保護のため配備予定（購入手続き

中）。 

・ライフゼム NM30 

総質量約 7.7 kg 

使用可能時間約 60分 

 

予備ケーブル 

主要な機器（排風機、冷却水ポンプ、冷

却塔等）について、分電盤から各負荷間

の接続に必要な予備ケーブルを配備

済。 
 

ドラムローラー 

予備ケーブルの引き出しに使用。 
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表 2 初期消火及びケーブル敷設に使用する主要な資機材（3/4） 

主な使用資機材 概 要 外 観 

ケーブルコロ 

予備ケーブルの敷設に使用。 

・可動式四面コロ 

障害物が多い床等で使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・三連コロ 

階段、角部の引き回し等で使用 

 

 

 

・四面コロ 

階段、廊下で宙を通す場合に使用 

 

 

 

（使用例） 

 

 

 

 

 

 

（使用例） 
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表 2 初期消火及びケーブル敷設に使用する主要な資機材（4/4） 

主な使用資機材 概 要 外 観 

可搬型照明機器等 

現場に配備している資材の一例を記載。 

 

・LEDスタンドライト 

10000ルーメン 

定格電圧 100V 

消費電力 120W 

 

 

 

・充電式ポータブル投光器 

1480ルーメン 

約 6時間使用可能（明るさ最大時） 

 

 

 

 

・LED ライト 

200ルーメン 

約 20時間使用可能 

単一アルカリ電池×4本 

 

 

 

・LED ランタン 

1300ルーメン 

約 7時間使用可能（明るさ最大時） 

単一アルカリ電池×4本 
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図 1 火災発生時のアクセスルート（1/2） 
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（2）ケース 2（屋上での火災） 

①火災の発生場所の特定 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に係る運転員は分離精製工場（MP）中央制御室（G549）に常駐し

ている。現状、高放射性廃液貯蔵場（HAW）の屋上には火災感知器は設置されていないため、今

後、炎感知器及び熱感知カメラを設置する計画である。設置予定の感知器は、いずれも分離精製

工場（MP）中央制御室（G549）において警報の吹鳴を確認できる設計としており、要素訓練におい

ては当該警報が吹鳴した場合を想定して実施する。 

なお、熱感知カメラ及び炎感知器の設置が終了した際は、当該設備の設置場所や警報吹鳴時

の確認方法等について改めて訓練を実施する予定である。 

火災発生時の MP中央制御室（G549）から HAW屋上へのアクセスルートを図 3に示す。 

【確認事項】 

 火災受信機の設置場所等を確認する（設置後に実施）。 

 火災受信機の表示の見方を確認する（設置後に実施）。 

 火災感知器が発報した際の連絡体制を確認する。 

 MP中央制御室から現場へのアクセスルート及び所要時間を確認する。 

 

②初期消火活動 

火元を確認後、初期消火を実施するため、応援の要請及び資機材（防火服、消火器、可搬型排

煙機）の準備を実施する。防火服は高放射性廃液貯蔵場（HAW）の G450、消火器は各フロアに設

置しており、必要量を運搬する。また、応援の要請を受け駆け付けた運転員は、最寄りの屋内消火

栓の準備を行う。 

その後、保護具（防火服、半面マスク等）を着用して、模擬操作により消火器及び屋内消火栓を

用いた初期消火活動並びに周辺設備の被害状況の確認を行う。 

【確認事項】 

 初期消火用資機材（防火服、消火器、可搬型排煙機等）の保管場所及び使用方法を確

認する。 

 現場先任者、担当課室長、区域管理者等との連絡体制を確認する。 

 初期消火に係る一連の動作の所要時間を確認する。 

 

③予備ケーブル敷設用資機材の準備 

関係箇所（電気設備所掌課）へ連絡し、変電所での対応及び予備ケーブル敷設に係る助勢を

依頼する。予備ケーブル敷設用資機材（予備ケーブル、ドラムローラー、ケーブルコロ等）を保管

場所から作業場所へ運搬する。なお、照明を喪失して視界が悪い場合を想定し、可搬型照明機器

の取扱いについても併せて訓練を実施する。 
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【確認事項】 

 電気設備所掌課との連絡体制について確認する。 

（変電所からの HAW施設への給電状況確認のため） 

 ケーブル敷設に使用する資機材（予備ケーブル、ドラムローラ、コロ等）の保管場所を確認

する。 

 資機材の運搬における注意点（段差、狭所等）や所要時間を確認する。 

 

④予備ケーブルの敷設 

関係箇所（電気設備所掌課）へ連絡し、結線・解線作業に係る助勢を依頼する。予備ケーブル

を敷設し、電気室（G355）の動力分電盤及び屋上のポンプを接続する。なお、予備ケーブルの分

電盤及び機器への接続は模擬操作により行う。 

電気室（G355）の動力分電盤から屋上へのケーブル敷設ルートを図 4に示す。 

 

火災を想定する区画 ケーブル敷設ルート ケーブル仕様 

屋上 

（ホワイト区域） 

G355（HM-1） 

～屋上（二次冷却水ポンプ(P8163)） 
・38Sq-4C 80m 

 

【確認事項】 

 電気設備所掌課との連絡体制について確認する。 

（予備ケーブルの結線・解線作業、各負荷への給電停止・開始操作のため） 

 負荷の運転状況の確認及び予備ケーブルを接続する負荷の確認を行う。 

 ケーブルの敷設における注意点（段差、狭所等）や所要時間を確認する。 

 予備ケーブルと負荷の接続方法を確認する。 
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表 3 要素訓練での確認事項（HAW ケース 2） 

No. 訓 練 項 目 場所 主な使用資機材 確 認 事 項 

① 火災の発生場所の特定 

・火災警報発報の確認 

・通報連絡、設備の運転状況確認 

・HAWへの移動 

 

・火災発生区画の状況確認 

MP(G549) 

MP(G549) 

MP(G549) 

→屋上 

屋上 

・火災受信機 

➢火災感知器の受信器盤の設置場所等 

➢受信機の表示の見方 

➢アクセスルート及び移動に要する時間 

② 初期消火活動 

・初期消火用資機材の確認 

・資機材の運搬、準備 

・初期消火 

G542（予定） 

G542→屋上 

屋上 

・保護具（防火服等） 

・消火器 

・屋内消火栓 

➢初期消火用資機材の保管場所 

（使用方法等の確認を含む） 

➢関係者間の連絡体制 

➢初期消火に係る一連の動作の所要時間 

③ 
予備ケーブル敷設用資機材

の準備 

・作業員の招集（5名以上） 

・電気設備所掌課との通信連絡 

・予備ケーブル敷設用資機材の確認 

・資機材の運搬、準備 

G441 

G441 

G449（予定） 

G449→屋上 

・予備ケーブル 

・ドラムローラー 

・ケーブルコロ 

➢電気設備所掌課との連携 

（HAW施設への給電状況確認） 

➢ケーブル敷設に使用する資機材の保管場所 

（使用方法等の確認を含む） 

➢資機材の運搬における注意点や所要時間 

④ 予備ケーブルの敷設 

・電気設備所掌課との通信連絡 

・設備の運転状況確認、給電対象選定 

・予備ケーブルの敷設 

・ケーブルの結線・解線作業 

・負荷への給電操作 

屋上 

屋上 

G355→屋上 

屋上、G355 

屋上、G355 

・予備ケーブル 

・ドラムローラー 

・ケーブルコロ 

➢電気設備所掌課との連携 

（ケーブルの結線・解線、給電操作） 

➢給電対象とする負荷の状況確認 

➢ケーブル敷設における注意点や所要時間 

➢ケーブルと各負荷の接続方法 
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図 3 火災発生時のアクセスルート（1/2） 
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図 3 火災発生時のアクセスルート（2/2） 

< 56 >



21 

 

図 4 ケーブル敷設ルート 
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4.3 評価・改善 

訓練後に反省会を実施し、訓練参加者の意見を集約し、課題を抽出する。課題に対して、手順

及び資機材の配備場所等の改善策を検討する。検討結果を踏まえ、必要に応じて要素訓練を再

度行い、改善策を検証する。 

なお、高放射性廃液貯蔵場（HAW）での訓練結果については、TVFの訓練内容へ反映する。 

 

4.4 訓練実施体制 

要素訓練については、以下の各課の人員から対象者を選定し実施する。 

・化学処理施設課、施設保全課： 初期消火、ケーブル敷設に係る現場対応 

・施設管理課、工務技術部運転課： 電気設備に係る対応（連絡対応） 

・廃止措置推進室、ガラス固化管理課： 訓練モニタ 

 

4.5 スケジュール 

HAW施設の代替策に係る訓練スケジュールを表 3に示す。 
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表 3 代替策に係る訓練スケジュール （HAW施設） 

 

 

  

要素訓練

①火災の発生場所の特定

②初期消火活動

③予備ケーブル敷設用資機材の準備

④予備ケーブルの敷設

※1 要素訓練の評価結果を踏まえ必要に応じて再訓練を実施する。

1月7月

手順の具体化

総合訓練3

実施項目
R3年度

1

2

12月11月10月9月8月 3月2月

手順書作成

訓練計画、準備

訓練

評価・反映（手順見直し）

総合訓練（日程調整）

※1

訓練

訓練

訓練

評価・反映

訓練計画

評価・反映
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火災防護における代替策に係る対応フロー 

 

参考① 
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（1/14）

（ / ） ：

□

□

□

□

□

２．関係箇所連絡 (1)工務技術部運転課及び設備担当課(電気T)との連絡 （ / ） ：

1）化学処理施設課長は、設備担当課長(電気T)に電気設備復旧の ・設備担当課長(電気T) □

協力を依頼する。また、工務技術部運転課長に協力を に予備ｹｰﾌﾞﾙ敷設に係る

□ 現場責任者確認
（ / ） ：

（ / ） ：

□

図-3参照：ドラムローラ

図-4参照：ケーブルコロ

予備ケーブル運搬時は □

足元・手元に十分注意

するとともに、周辺機器

への衝突等にも配慮

（ ）

担当者 （ ）

TL （ ）

課長承認

Ⅻ 安全系動力予備ケーブルの敷設(動力分電盤から安全系負荷）

注 意 事 項

(1)現場確認

1）HAW施設にて安全系負荷（槽類換気系排風機・水素掃気

２号系動力分電盤のブレーカーを「OFF」にする。

4）第6変電所からHAW施設へ給電が停止していることを

□水素掃気用ブロワの既設ケーブル 良 ・ 否

ﾁｪｯｸ欄

(１)資機材等の準備

□ジャンパ線（３本） □ドラムローラ □ケーブルコロ

分電盤近傍へ移動する。

□ビニールテープ □酢ビシート □廃棄物容器

□4ｃ-5.5ｓｑ (槽類換気系排風機用)

１．現場確認

停止していない場合は、停止するように依頼する。

・既設ケーブル状態（使用可能：良、使用不可：否）※

2）作業に必要な作業員（5名以上）を確保する。

□ランタン □ドライバー±

項   目 作 業 手 順

3．準備作業

状態を確認する※。

用ブロワ・一次冷却水予備循環ポンプ）の既設ケーブル

動力分電盤から安全系負荷への給電

□一次冷却水予備循環ポンプの既設ケーブル  良 ・ 否

□槽類換気系排風機の既設ケーブル 良 ・ 否

※既設ケーブルが使用不可 「否」の場合、2)以降の作業

工務技術部運転課に確認する。

を行う。

3）HAW施設の商用電源が「ＯＦＦ」であることを設備担当課(電気T)に
確認する。

依頼する。その後、現場責任者に依頼完了を連絡する。

□革手袋 □安全靴 □懐中電灯

□ＩＣ □スミヤろ紙

□綿手袋 □RI用ゴム手袋 □ヘルメット

□スパナ □テスター □紙テープ

5）HAW G355電気室において１号系動力分電盤及び

□4ｃ-5.5ｓｑ (水素掃気ﾌﾞﾛﾜ用)

・槽類換気系排風機 □272K463  □272K464

・水素掃気用ブロワ □272K63 □272K64

・一次冷却水系循環予備ポンプ □272P3061 □272P3062

□半面マスク □タイベックスーツ（上・下）

1）以下の資機材・防護具を準備し、HAW施設へ運搬する。

助成の依頼

6変電所での対応を依頼

□4ｃ-38ｓｑ  (一次冷却水予備ﾎﾟﾝﾌﾟ用) する。

2）予備ケーブル置場（G358)から、以下の予備ケーブルを動力

・工務技術部運転課に第

□端窓GM管ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ □αｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

＜ホールドポイント＞
□既設ケーブルの状態を確認したか。
□作業員（5名以上）を確保できたか。
□第6変電所からの給電停止を確認したか。

現場責任者 ：

＜ホールドポイント＞
□関係各所への協力依頼完了の連絡を受けたか。

現場責任者 ：
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電源供給用予備ケーブルの敷設要領

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

（ / ） ：

□

・二次冷却水ポンプの既設ケーブル 可 ・ 否

・冷却塔の既設ケーブル 可 ・ 否

・浄水ポンプの既設ケーブル 可 ・ 否

2）作業に必要な作業員（5名以上）を確保する。 □

3）HAW G355電気室において１号系動力分電盤及び □

２号系動力分電盤のブレーカーを「OFF」にする。

・二次冷却水ポンプの既設ケーブル □ 272P8160

□ 272P8161

・冷却塔の既設ケーブル □ 272H81

□ 272H82

・浄水ポンプの既設ケーブル □ P761

□ P762

2．関係箇所連絡 (1)工務技術部運転課及び施設管理課との連絡 （ / ） ：

1）施設保全課長は、施設管理課長に電気設備復旧の 施設管理課に予備 □

 協力を依頼する。 ｹｰﾌﾞﾙ敷設に係る助成の

依頼。

3．準備作業 (１)資機材等の準備 （ / ） ：

1）以下の資機材・防護具を準備し、HAW施設へ運搬する。 □

□ジャンパ線（３本） □延線ローラ □ケーブルコロ

□スパナ □テスター □紙テープ

□ビニールテープ □酢ビシート □廃棄物容器

□綿手袋 □RI用ゴム手袋 □ヘルメット

□革手袋 □安全靴 □懐中電灯

□投光器（夜間） □発電機（夜間） □コードリール（夜間）

□半面マスク □タイベックスーツ（上・下）

□ﾍﾞｰﾀ線用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ □α線用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

□ｶﾞﾝﾏ線用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ □スミヤろ紙 □ドライバー±

2）予備ケーブル置場（G357、G358）から、以下のケーブルを 予備ケーブル運搬時は □

動力分電盤近傍へ移動する。 足元・手元に十分注意

するとともに、周辺機器

への衝突等にも配慮する

4.ケーブル敷設前 (1)敷設前の確認 （ / ） ：

□

士）が行うこと。

1） HAW施設において、対象設備（二次冷却水ポンプ、冷却塔、

浄水ポンプ）の既設ケーブル状態を確認する。

既設ケーブル状態 【使用可能：可、使用不可：否＊】

※既設ケーブルが使用不可「否」の場合、2)以下の作業を行う。

□ Ｇ358 1ｃ-150ｓｑ 90m×3本 (冷却塔用)

□ G358 4ｃ-5.5ｓｑ 90m×1本 (浄水ポンプ用)

予備ケーブルの敷設（動力分電盤から負荷）作業手順書

項  目 作 業 手 順 注 意 事 項 ﾁｪｯｸ欄

１．現場確認 (1)既設ケーブルの確認

2）電気設備復旧の協力依頼が完了したことを施設管理課

電気Tから連絡を受ける。

施設管理課電気T（発信者）：

□ G357 4ｃ-38ｓｑ 80m×2本 (二次冷却水ポンプ用)

1）施設管理課電気Tに予備ｹｰﾌﾞﾙ敷設作業を開始する旨を

連絡する。また、予備ｹｰﾌﾞﾙの結線･解線作業の助勢が可能か

施設管理課電気Ｔに確認する。

施設管理課電気T（受信者）：

の確認 ・結線・解線作業が依頼

不可能な場合は、

施設保全課員の

有資格者（電気工事

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 
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再処理施設の火災防護計画 目次案 

 

(1)火災防護計画の策定 

火災防護計画は、以下の項目を含めて策定する。 

①火災防護に係る責任及び権限 

②火災防護に係る体制 

③火災防護に係る運営管理（要員の確保を含む） 

④火災発生時の消火活動に係る手順 

代替策に係る手順 

⑤火災防護に係る教育訓練・力量管理 

⑥火災防護に係る品質保証 

(2)責任と権限 

(3)文書・記録の保管期間 

(4)消防計画の作成 

(5)自衛消防隊の編成及び役割 

(6)消火活動の体制 

①初期消火要員の配備 

②消火活動に必要な資機材 

(7)火災発生時の対応 

①火災対応手順について 

②火災発生時の注意事項 

③火災鎮火後の処置 

(8)HAW及び TVFの火災防護対策 

 発生防止、感知及び消火、影響軽減（予備ケーブルによる代替策についても記載） 

(9)事故対処設備並びにこれらが設置される火災区域に対する火災防護対策 

①事故対処設備並びにこれらが設置される火災区域 

②可搬型事故対処設備の火災防護対策について 

(10)HAW施設及び TVF以外の施設の火災防護対策 

(11)消防法に基づく危険物施設予防管理・活動業務 

(12)防火管理 

①防火監視 

②持込み可燃物の管理 

③火気作業管理 

④危険物の保管及び危険物取扱作業の管理 

⑤有機溶剤の取扱い 

⑥防火管理の適用除外項目 

別添－2 
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⑦火災防護設備に関する要求の適用除外 

⑧火災防護設備の損傷に対する代替措置 

(13)火災防護設備の維持管理 

①火災区域の維持管理 

② 火災防護設備の維持管理 

③ 防火帯の維持管理 

(14)森林火災等の敷地外火災発生時の延焼防止対策 

(15)教育・訓練 

①防火・防災教育の実施 

②消防訓練の実施 

③初期消火要員に対する訓練 

④代替策に係る訓練（予備ケーブルによる機能復旧） 

⑤定期的な評価 

(16)火災防護設備の保守管理 

(17)火災防護に係る品質保証 

(18)火災防護計画の継続的改善 
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